
令和７年度東員町役場庁舎改修に伴うオフィス環境整備支援業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

令和７年度東員町役場庁舎改修に伴うオフィス環境整備支援業務（以下、「本業務」という。）を

委託するにあたり、プロポーザル方式により、優れた提案及び能力を有し、最も適格と判断される事

業者を選定するために必要な事項を定めるものである。 

 

２ 業務概要 

(１) 業務名 

令和７年度東員町役場庁舎改修に伴うオフィス環境整備支援業務 

(２) 目的 

  本業務は、ＤＸ推進による住民の生活スタイルやニーズの多様化が進む中、住民サービスの利便

性向上を図る「フロントヤード改革」と、業務の効率化を進め、持続可能な行政サービス提供体制

を確保していく「バックヤード改革」を実施するのに伴い庁内の改修を行うものである。 

  目的達成のためには、オフィス環境整備に向け必要な現状調査や職員の意識調査、職員意見を踏

まえたレイアウト変更案や備品リスト作成等を、市場や国・他自治体の動向に明るく、専門的知見

を有した事業者への委託により実施することが必要である。   

(３) 業務内容 

別添仕様書のとおり 

(４) 業務期間 

契約締結の日から令和８年３月２７日（金）まで 

 

３ 企画提案上限額 

    ３，５００，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

 

４ 参加条件 

プロポーザルに参加できる者は、下記の条件を満たすこと。 

 

(1) 本プロポーザルに参加するものは、下記①～③を事務局へ提出すること。 

① プロポーザル参加申込書 （第１号様式） 

② 同種業務実績 （第２号様式） 

③ 誓約書（暴力団排除関係） （第３号様式） 

  ※上記①～③の提出は、令和７年６月１０日 １６時００分まで(必着) 

     提出先：東員町役場 総務課 総務管財係に持参又は郵送にて提出すること。 

(2) 本プロポーザルに参加するものは、過去 5 年間で、本件と同様な事例実績を有すること。 



 

(3) 東員町建設工事等入札参加資格者入札参加停止措置要領による入札参加停止を、公告日現在から

受託候補者特定の日まで受けていないこと。 

(4) 地方自治法施行令（昭和２２年５月３日政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しな

いこと。 

(5) 破産法（平成１６年法律第７５号）の規定により破産の申立てがなされていないこと。 

(6) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申立てをしていないこと又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続き開始の申立てをしていないこと。

ただし、会社更生法の規定による更生計画又は民事再生法の規定による再生計画について、裁判

所の認可決定を受けた者を除く。 

(7) 次のアからオまでのいずれの場合にも該当しないこと。 

ア 役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所（町との契

約に関する業務を行う事務所をいう。以下同じ。）の代表者を、法人格を持たない団体にあっ

ては法人の役員と同等の責任を有する者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は営業

所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。以下同じ。）第２条第６号に規定す

る暴力団員をいう。以下同じ。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質

的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が、その属する法人若しくは法人格を持たない団体、自己若しくは第三者の不正な利益を

図る目的で、又は第三者に損害を与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していると認められ

るとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは

積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

オ 上記ウ及びエに掲げる場合のほか、役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関

係を有していると認められるとき。 

 

５ 質問の受付及び回答 

(1) 提出期限：令和７年６月４日（水）１７時００分まで（必着） 

(2) 提出方法：別添の質問書（第５号様式）により、電子メール又は FAX にて提出すること。 

件名は「東員町役場庁舎改修に伴うオフィス環境整備支援業務提案に関する質問」としてください。 

※電子メール又は FAX 以外の方法で提出された質問に対しては回答しません。 

(3) 回答日：令和７年６月１０日（火） 

(4) 回答方法：回答は 、電子メールで全ての参加予定事業者に一斉に送信する。 

なお、業者の名称等に関する質問には回答しない。 

 

６ 企画提案書等の作成及び提出 

(1) 提出書類・必要部数 



① 実施体制各種調書及び企画提案書等 原本１部、副本１０部 

ア 会社概要（第７号様式） 

イ 業務実施方針及び体制表（任意様式） 

ウ 業務協力予定書（第４号様式）※再委託する場合のみ 

※受託者は，業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に委任し，又は請け負わせてはならない。 

※受託者がグループ企業等と業務委託契約が発生しない連携を図る場合には連携内容や体制を事前

に事務局に説明のうえ、第三者委託に該当するか否かの判断を仰ぐこと 

エ 工程表（任意様式） 

オ 企画提案書（任意様式） 

カ 提案見積書（第６号様式） 

※本業務に係る必要な経費を算出し、詳細に記載すること。なお、参考見積書の金額が「３ 企

画提案上限額（予定価格）」を超過した場合は失格となるため留意すること。 

(2) 作成要領 

仕様書の業務内容について、以下のとおり具体的な提案を記載した企画提案書を作成すること。

なお、様式は任意、Ａ４版１５ページ以内（表紙・目次を除く、体制表・実績表は含む）で作成

し、下部中央に頁番号を付すこと。 

ア 提案内容 

・本業務全般についての考え方など 

・各業務の実施手法等についての提案など 

・提案のアピールポイント 

・その他、本業務を受託するにあたり、特に留意する点 

イ 業務実施体制とスケジュール 

ウ 本業務に携わる担当者等の氏名と経歴・実績及び事業所としての本業務に類似する業務の

受託実績（任意様式） 

(3) 企画提案書提出期限等 

① 提出期限：令和７年６月２３日（月）１６時００分まで（必着） 

② 提出場所：東員町役場 総務課 総務管財係 

③ 提出方法：持参又は郵送にて事務局まで提出すること。 

郵送による場合、不慮の事故による紛失又は遅配については考慮しない。ファクシミリ・電子メ

ール等による提出は受付けない。電子データについては、ＰＤＦデータを格納した媒体（ＤＶＤ

等）にて提出すること。 

 

７ 審査方法 

プロポーザルの審査は以下のとおりとします。 

(1)書類審査 

プロポーザル参加申込者が多数の場合は、書類選考によりプレゼンテーション審査対象者を選考

します。 

プレゼンテーション審査対象者通知：令和７年６月１３日（金）予定 



(2)審査（プレゼンテーションの審査） 

プレゼンテーション審査対象者に対し企画提案についてのヒアリング等を実施し、下記７で示す

審査基準に基づいて再評価し、最も優れている提案を特定します。 

実施日：令和７年６月２７日（金）予定 

時間構成：１者当たり３０分（説明２０分、質疑１０分）以内の予定 

注意事項：参加者は 3 人以内とし、企画提案書等に沿った説明を行うこと。なお、スクリーン

及びプロジェクターは本町で用意するが、その他必要なものがある場合には、参加

者が用意すること。また、プレゼンテーターは本業務の体制表に記載がある者とし、

本業務終了まで業務を担当すること。  

(3) 審査結果の通知 

審査結果を書面により通知します。 

評価点が一番高かった事業者を優先交渉権者、二番目に高かった事業者を次点とする。評価点が

同点となった場合の最終的な順位は、審査委員会が行う。 

  提案事業者が１者の場合においても、事業実施の適格性を審査することとする。 

本プロポーザルの最低合格基準は１４０点とする。 

  審査結果に対する、疑義については受け付けない。 

   結果の通知：令和７年６月３０日（月）予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

８ 審査基準及び配点 

プロポーザルは以下の審査基準に基づき審査します。 

【評価項目・事項】 

       

 

 

 



９ スケジュール（予定を含む。） 

公告 令和７年５月２３日（金） 

現地説明会 令和７年６月 ３日（火） １４時００分より 

質問書の最終受付期限 令和７年６月 ４日（水） １７時００分まで 

質問書への回答 令和７年６月１０日（火） 

参加申込書の提出期限 令和７年６月１０日（火） １６時００分まで 

プレゼンテーション審査対象者通

知 
令和７年６月１３日（金）（予定） 

企画提案書等提出期限 令和７年６月２３日（月） １６時００分まで 

審査日 令和７年６月２７日（金）（予定） 

結果の通知 令和７年６月３０日（月）（予定） 

契約締結（予定） 令和７年６月３０日（月）（予定） 

業務開始 令和７年６月３０日（月）（予定） 

  

10 現地説明会への出席 

対象執務室の現状等について、以下のとおり現地で説明する。説明会への出席は任意とするが、本

プロポーザルへの参加を希望する場合には、できる限り出席すること。 

(１) 日  時：令和７年６月３日(火)午後２時００分～午後２時３０分 

(２) 場  所：東員町役場 

(３) 申込方法：令和７年６月２日(月)までに、事務局宛に電子メールにて事業者名、担当者名、連絡

先を通知すること。 

なお、執務スペースの見学は、来庁者や業務中の職員へ配慮するため、各事業者２名

とする。 

 

11 プレゼンテーションの実施 

  プレゼンテーション審査に選定されたものは、企画提案書等の内容について、以下のとおりプレゼ

ンテーションを実施する。 

 (１) 日  時：令和７年６月２７日(金)  

        詳細な時間は追って通知する。 

 (２) 会  場：東員町保健福祉センター ２階 大会議室 

 (３) 持ち時間：説明 20 分、質疑 10 分 

(４) 説 明 者：受託した場合に主担当者となる予定の者が行うこと。 

(５) そ の 他：企画提案書等の提出時に添付していない資料の追加は認めない。 

：プロジェクター及びスクリーンは事務局が用意する。 

：プレゼンテーション参加者は、必ず本業務に参加するものとし、プレゼンテーション

のみの参加は認めない。 

 



 

12 契約締結について 

(１) 原則、優先交渉権者と企画提案内容について協議が調った後、契約手続きを行うものとする。 

(２) 優先交渉権者に決定したことをもって、提案したすべての内容（金額・仕様・数量等）について

契約を保証するものではない。契約内容については、町と協議を行い決定する。 

 

13 提出書類の取扱い 

(１) 著作権は提案者に所属する。 

(２) 提出された書類は返却しない。 

(３) 参加者の名称は、公開することがある。 

(４) 提出された書類について、東員町情報公開条例（平成 12 年 6 月東員町条例第 21 号）の対象とな

るほか、規定に基づき、その内容の全部又は一部を公開する場合がある。このとき町は企画提案書

等を無償で使用できるものとする。 

(５) 事業の審査作業に必要な範囲において、町は企画提案書の複製をすることがある。 

 

14 失格要件 

以下の場合には、委員会において審査のうえ、失格となることがある。 

(１) 本実施要領に沿った方法で企画提案がなされなかった場合 

(２) 企画提案書及び見積書に虚偽の記載がある場合 

(３) 審査結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

(４) その他審査委員会において、不適当と認められた場合 

 

15 その他 

(１)  本プロポーザルの参加に係る一切の費用は、参加者の負担とする。 

 

16 問い合わせ・書類等提出先 

  【事務局】東員町 総務課 総務管財係 三林 直樹 

       住所：〒511-0295 三重県員弁郡東員町大字山田１６００ 

       電話：0594-86-2800  

       メール：soumu@town.toin.lg.jp 


